事前相談に必要な書類

小規模農産物直売施設（開発審査会提案基準24該当）
１　付近見取図（位置図、区域図）
・計画地を赤枠で囲み、主要交通機関及び公共施設からの距離を記入
・公共施設、主要建物、その他目標となる地物を明示
・区域区分（市街化区域と市街化調整区域との区分）、用途地域、農業振興地域を明示

２　公図の写し

　　　　　　　　　　　　　・法務局発行の原本
　　　　　　　　　　　　　・範囲は計画地とその周辺とし、計画地を赤枠で囲む
　　　　　　　　　　　　　・道路を茶色、水路を水色で着色
３　土地登記簿謄本

　　　　　　　　　　　　　・法務局（登記所）発行のもの
４　農家を営む者であることの証明書
・関係市町農業委員会発行の耕作証明書
（団体が申請者の場合、全ての構成員のものが必要）
５　農家を営む者であることの申告書

　　　　　　　　　　　　　・神奈川県開発許可事務処理要綱〔様式８〕
６　小規模農産物直売施設設置に係る申告書

　　　　　　　　　　　　　・別添様式

　　　　　　　　　　　　　・耕作地を明示した地図
７　農業振興地域整備計画に位置付けがあること
及び農業振興地域内行為であることを証する書類

　　　　　　　　　　　　　・関係市町発行の証明書、農業振興地域整備計画書の写し（土地利用計画図含む）
８　敷地現況図
　　　　　　　　　　　　　・計画地を赤枠で囲み、現況地盤高、道路の名称・性格・幅員、隣地土地利用状況等を記入
　　　　　　　　　　　　　・道路を茶色、水路を水色で着色

９　計画図（土地利用計画図、造成計画平面図及び断面図、予定建築物平面図及び立面図）
　　　　　　　　　　　　　・計画地を赤色で明示、現況及び計画地盤高、道路の名称・性格・幅員、隣地土地利用状況等を記入

　　　　　　　　　　　　　・道路を茶色、水路を水色で着色
　　　　　　　　　　　　　・予定建築物の配置、平面、立面、面積等
　　　　　　　　　　　　　・切土を黄色、盛土を赤色で着色

（注意）
＊　上記以外にも、必要な書類が生じる場合があります。
　＊　開発審査会提案基準24は、農地法及び農振法の審査基準を緩和するものではなく、計画地に「農地」を含む場合は、関係市町の農業委員会に農地転用許可等の事前相談が必要です。また、計画地が農業振興地域の農用地区域内の場合は、農振法に係る調整が必要となります。　
